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１．令和元年地価調査の概要
本調査は、国⼟利⽤計画法による⼟地取引の規制を適正かつ円滑に実施するため、

都道府県知事が毎年１回基準地の価格調査を実施し、その結果を公表するものである。
（１）令和元年都道府県地価調査の実施状況

①対象区域及び地点数
全国４７都道府県の全域（愛知県内は５４市町村）
宅地 ２１,０７０地点（愛知県内は８５２地点）
林地 ４７０地点（愛知県内は２０地点）
計 ２１,５４０地点（愛知県内は８７２地点）

②価格時点
令和1年７⽉１⽇

③価格の判定
基準地について、不動産鑑定⼠の鑑定評価を求め、これに基づいて都道府県

知事が正常価格の判定を⾏ったものである。



（２）住宅地の概要
全国的に雇⽤環境の改善等が続く中、低⾦利環境による需要の下⽀え

効果もあって、交通利便性や住環境の優れた地域を中⼼に需要は堅調。
（３）商業地の概要

景気回復に伴い⾼⽔準の企業収益が続く中、働き⽅改⾰等に対応した
オフィス環境の改善のための拡張・移転の動きも加わり、主要都市では
オフィスビルに対する需要が堅調であり、空室率の低下・賃料の上昇が
みられる。また、外国⼈観光客をはじめとする国内外からの訪問客が
増加している地域や再開発事業等の進展により利便性・繁華性の向上が
⾒られる地域などでは店舗・ホテル等の進出意欲が旺盛である。

（４）⼯業地の概要
インターネット通販の普及・拡⼤や景気回復を背景に、⾼速道路の

インターチェンジ周辺等の交通利便性の優れた地域で物流施設建設や
⼯場の⽴地・拡張の動きなど、全国的に⼯業地に対する需要が回復
している。



２．地価変動率の推移



（１）住宅地
 東京圏の平均変動率は１.１％と６年連続して上昇し、
上昇幅も３年連続で拡⼤。

 ⼤阪圏の平均変動率は０.３％と２年連続の上昇、
上昇幅も昨年より拡⼤。

 名古屋圏の平均変動率は７年連続して上昇、上昇幅も
昨年より拡⼤。

 地⽅圏の平均変動率は下落を続けているが、下落幅は
縮⼩傾向。

 地⽅中核都市（札幌市、仙台市、広島市、福岡市）の
平均変動率は７年連続の上昇で上昇幅も６年連続で拡⼤。



（２）商業地の概要
 東京圏の平均変動率は７年連続して上昇し、上昇幅も
６年連続で拡⼤。

 ⼤阪圏の平均変動率は７年連続して上昇し、上昇幅も
６年連続で拡⼤。

 名古屋圏の平均変動率は７年連続して上昇し、上昇幅
６年連続で拡⼤。

 地⽅圏の平均変動率は平成３年以来、２８年ぶりに
上昇に転じた。

 地⽅中核都市（札幌市、仙台市、広島市、福岡市）の
平均変動率は７年連続の上昇し、上昇幅は６年連続で拡⼤。



３．上昇率順位表（全国） 住宅地



（１）観光需要の⾼まり、住宅需要の広がり
 ニセコ観光圏の⼀翼を担う倶知安町ではリゾートエリアでの
別荘、店舗、ホテル、コンドミニアム等の需要が旺盛であると
ともに、リゾート施設従業員や北海道新幹線等の建設作業員の
宿舎需要も旺盛である（倶知安－１、－２、－３）。

（２）利便性の向上による住宅需要の⾼まり
 那覇市及び周辺地区では、公共施設や商業施設が集積し住環
境に優れる市中⼼部や沖縄都市モノレールの延伸により利便性
の向上が期待される地域の住宅需要が⾼まっている（那覇―２、
⼋重瀬－４）。

 読⾕村の２地点はいずれも区画整然とした住宅地域に位置し、
国道沿いに⼤型商業施設が順次オープンするなど⽣活利便性の
向上により住宅需要は⾼まっている（読⾕－１、－３）



 沖縄 那覇―21周辺位置図



 沖縄 読⾕－１、－３周辺商業施設



４．上昇率順位表（全国） 商業地



（１）観光客の増加による、需要増
 ニセコ観光圏は世界的なスキーリゾートとして外国⼈に認
知されるようになっており、特にヒラフ坂周辺は⼈気のエリ
ア。⼈⼝や観光客の増加に伴い市街地における店舗需要も旺
盛であり、引き続き地価は⼤きく上昇（倶知安５－１）。

 国内外からの観光客数が6年連続過去最⾼を更新し、県外
企業の沖縄進出も⾒られるなど好調な県内景気を背景に、市
中⼼部におけるオフィス需要や活況を呈する国際通り周辺の
店舗・ホテル需要が引き続き旺盛である。（那覇５－９）。

 外国⼈をはじめとする観光客で賑わう四条通の祇園町では、
店舗等の出店意欲が旺盛なことから、引き続き地価が上昇を
している（東⼭５－１）。



基準地価格⾼順位表（全国） 商業地



 基準地価格順位で、昨年までは１位〜９位までは東京で、
⼤阪は１０位に⼊っていたが、今年は６位、７位に⼊った。

 １位、２位は不動の銀座。
 ６位の⼤阪市中央５－３は今年の⼤阪府最⾼価格地

クリサス⼼斎橋︓道頓堀、戎橋付近。
⼤阪「ミナミ」エリア

 ⼀昨年までの最⾼地は⼤阪市北５－２
グランフロント⼤阪︓⼤阪駅北⼝。
⼤阪「キタ」エリア

 「ミナミ」はインバウンド需要、「キタ」は陸の⽞関⼝
 昨年の地価調査で「ミナミ」が「キタ」を逆転した。



 ⼼斎橋地区では依然として外国⼈観光客を中⼼に賑わいを
⾒せており、ドラッグストアをはじめ物販等の出店需要が旺
盛であり、地価は引き続き⼤きく上昇をしている
（⼤阪市中央５－３）

 ⼤阪市中央５－３（クリサス⼼斎橋）が今年、売買をされ、
今回の地価調査ではその取引価格を反映し、１年間の変動率
が４５.２％と⼤きく上昇をした。

 「ミナミ」の商業地は「キタ」に⽐べ画地規模が⼩さく、
流動性の⾼い投資適格物件が多く、ファンドなどによる売買
が活発に⾏われる地区である。

 愛知県の最⾼地である中村５－１（⼤名古屋ビルヂング）
は全国順位では何番⽬︖



５．愛知県の地価動向



令和元年地価調査 都道府県別平均変動率（住宅地）



令和元年地価調査 都道府県別平均変動率（商業地）



住宅地、商業地ともに７年連続上昇し、昨年から上昇幅
は拡⼤した。

（１）住宅地
 住宅地の平均変動率については、前年の＋０.６％から
＋０.９％と昨年と⽐較して上昇率はやや拡⼤。
全国４位（昨年は全国５位）。

（２）商業地
 商業地の平均変動率については、前年の＋３.１％から
＋３.７％と昨年と⽐較して上昇率は拡⼤。全国７位
（昨年は全国６位）。



（３）⼯業地
 ⼯業地の平均変動率については、前年の＋０.５％から
＋０.７％と昨年と⽐較して上昇率はやや拡⼤。

 愛知県は⾃動⾞関連の製造業が多い地域であり、特に内陸部
における県内の⼯業地の供給が限られていることもあり、⼟地
価格も堅調に推移している。
最近では⾼速道路に近接するエリアで⼤型物流施設の建設も

みられ、物流適地の価格についても同様に上昇傾向にある。



６．愛知県内の地域別平均変動率



（１）住宅地
 名古屋市や⻄三河地域で上昇幅が拡⼤。⻄三河は地場産業の景況
や良好な居住環境等を反映して地価は堅調に推移。
知多地域及び東三河地域では下落率は縮⼩。東三河、奥三河及び

知多南部地域では⼈⼝の減少等に⻭⽌めがかからず、下落率は縮⼩
傾向にはあるものの引き続き下落。

（２）商業地
 尾張東部地域や⻄三河地域では、駅周辺の店舗需要やその利便性
からマンション⽤地の需要もみられ、平均変動率は昨年に引き続き
上昇となっている市町が多い。知多地域は住宅地と同様、下落傾向に
あるものの、東三河地域については、豊橋駅を核とした駅前商業地の
潜在的需要が⾼く、周辺では⾼い取引も⾒られ昨年まで下落していた
平均変動率は今年、上昇に転じた。



７．住宅地の平均変動率上位順位表（市町村別）



 知⽴市は鉄道の利便性が良好。知⽴駅から名鉄名古屋駅、
刈⾕駅、豊⽥市駅までそれぞれ乗り換え不要。

 刈⾕市の住宅需要が逼迫し、価格も⾼騰しているため、その
需要が知⽴市にも流れている。

 住宅地は市内に所在する⾃動⾞関連産業の従業者の需要が
⾼く、⽣産年齢⼈⼝の増加につながっている（刈⾕市、安城市）。

 JR東海道本線各駅周辺の利便性の⾼い住宅地域や住環境の
優れる地域の供給は少なく、特に地価の上昇率は⼤きくなって
いる（刈⾕市、⼤府市）。



住宅地の変動率上位順位表



①2018年
（推計）

②2015年 ③2010年 増減率①/② 増減率②/③

⼈⼝総数 13,210 12,275 11,552 7.61% 6.26%
男性⼈⼝ 6,883 6,285 5,803 9.51% 8.31%
⼥性⼈⼝ 6,327 5,990 5,749 5.62% 4.19%
平均年齢 46.63 46.53 45.92 0.21% 1.31%

19歳以下⼈⼝ 1,027 1,009 990 1.78% 1.92%
20〜29歳⼈⼝ 1,760 1,660 1,467 6.02% 13.16%
30〜39歳⼈⼝ 2,275 2,033 1,751 11.90% 16.11%
40〜49歳⼈⼝ 2,132 2,005 1,587 6.33% 26.34%
50〜64歳⼈⼝ 2,579 2,278 2,138 13.21% 6.55%
65歳以上⼈⼝ 2,823 2,676 2,205 5.49% 21.36%

名古屋中ー１ 半径1㎞以内の⼈⼝の推移等

国勢調査等の情報を基に作成



住宅地の価格上位順位表



８．商業地の平均変動率上位順位表（市町村別）



 ⾃動⾞産業をはじめとする地域経済が堅調に推移。
 名鉄豊⽥市駅東⼝の再開発事業が完成し、イオンシネマを
含む商業施設（ＫｉＴＡＲＡ）が新たにオープン。

 国道２４８号線沿いにイオンスタイル豊⽥店がリニューアル
オープン。

 ラグビーワールドカップ開催中（豊⽥市）。
 刈⾕駅北側で再開発事業で２０階建ての複合ビルの建設を
予定。周辺では事務所ビルやホテル等も建ち並ぶなど商業
繁華性の⾼まりを⾒せている。



 刈⾕市駅北地区再整備事業位置図

JR刈⾕駅

施⾏区域



商業地の変動率上位順位表



９．住宅地の平均変動率下位順位表（市町村別）



住宅地の変動率下位順位表



１０．商業地の平均変動率下位順位表（市町村別）



商業地の変動率下位順位表



住宅地、商業地の主な下落要因

 ⼈⼝の減少（流出）。ここ５年間の⼈⼝は愛知県平均では
約１％強と微増傾向であるが、今回下落を⽰しているいずれの
市町村も⼈⼝は減少傾向にある。

 ⾼齢化率がいずれの市町村も愛知県の平均よりも⾼い。
 空家率も⾼くなっている。
 東⽇本⼤震災以降、特に沿岸部については震災リスクにより
需要は極端に弱くなっている。

過疎化が進⾏



１１．名古屋市各区の住宅地平均変動率順位表



 中区・住宅地はマンション⽤地のポイント。名古屋市
中⼼部、特に駅徒歩圏に存する地域ではマンション⽤地の
取得需要が旺盛。地価も⼤きく上昇している。

 中区や中村区など中⼼部での価格上昇が継続しており、
その周辺にあたる熱⽥区でも価格の上昇基調が広がって
いる。熱⽥区はほとんどのエリアが駅徒歩圏内のため、
業者は積極的な購⼊をし続けており、上昇幅が拡⼤して
いる要因となっている。



１２．名古屋市各区の商業地平均変動率順位表



 中区の平均変動率（上昇率）が、前年の１６.０％から
１７.４％と上昇幅がやや拡⼤した。
⼀等地で売り物件が出ない中、相対的に割安感のある周辺
地域で上昇率が拡⼤する結果となった。

 中村区も中区と同様、これまで著しい上昇を⾒せていた
⾼価格帯エリアでやや落ち着きを⾒せ始め、相対的に割安感
のある背後の広い範囲で上昇率が拡⼤する結果となった。



１３．中区と中村区の地価動向（商業地）

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

中村区 21.4 32.7 12.5 ‐15.7 ‐6.2 ‐1.3 0.5 4.2 8.1 17.9 17.8 16.2 12.2 13.7

中区 22.8 32.7 5.7 ‐20.9 ‐6.4 ‐3.2 ‐1.0 3.4 5.1 7.0 10.8 11.7 16.0 17.4
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中村区、中区の商業地平均変動率の推移



名古屋駅周辺の今後の⼤規模開発動向



栄エリア周辺の今後の⼤規模開発動向



１５．名古屋市中⼼部のホテル開発動向



商業地の価格上位順位表



１７．不動産市況の潮⽬は︖

国内不動産業に対する新規投資額

住宅ローンの新規貸出額

新築住宅着⼯件数

国内・海外経済の動向



 不動産向け新規貸出額（1996年〜2018年）
2000年〜2018年（横軸︓年度、縦軸:⾦額 単位億円）2016年がピーク

⽇本銀⾏貸出先別貸出⾦の情報を基に作成



 不動産向け新規貸出額（四半期ごと）
2000年〜2018年（横軸︓年度、縦軸:⾦額 単位億円）2016年がピーク

⽇本銀⾏貸出先別貸出⾦の情報を基に作成



 住宅⾦融⽀援機構公表の住宅ローン新規貸出額
1996年〜2018年（横軸︓年度、縦軸:⾦額 単位億円）

住宅⾦融⽀援機構住宅ローン新規貸出の情報を基に作成



 新築住宅着⼯数（総⼾数）
1996年〜2018年（横軸︓年度、縦軸:⾦額 単位億円）

国⼟交通省住宅着⼯統計の情報を基に作成



 新築住宅着⼯数（持家）
1996年〜2018年（横軸︓年度、縦軸:⾦額 単位億円）

国⼟交通省住宅着⼯統計の情報を基に作成



 新築住宅着⼯数（貸家）
1996年〜2018年（横軸︓年度、縦軸:⾦額 単位億円）

国⼟交通省住宅着⼯統計の情報を基に作成



 新築住宅着⼯数（分譲住宅）
1996年〜2018年（横軸︓年度、縦軸:⾦額 単位億円）

国⼟交通省住宅着⼯統計の情報を基に作成



 ⽇銀 全国企業短期経済観測調査（短観） 設備投資額

全規模合計 ⼤企業 中堅企業 中⼩企業

2017
年度

2018
年度

2019
年度
計画

修正率
2017
年度

2018
年度

2019
年度
計画

修正率
2017
年度

2018
年度

2019
年度
計画

修正率
2017
年度

2018
年度

2019
年度
計画

修正率

2018
年度

2019
計画

2018
年度

2019
計画

2018
年度

2019
計画

2018
年度

2019
計画

全 産 業 4.4 6.6 2.3 -3.5 1.7 4.1 7.3 7.4 -5.9 -0.1 12.0 8.3 -4.4 -0.8 1.5 -0.5 2.6 -9.3 3.3 10.2

製 造 業 6.3 8.6 7.7 -2.2 3.2 6.3 7.0 12.9 -3.6 2.5 12.7 6.4 0.3 -3.2 2.4 0.6 17.2 -3.0 4.0 7.4

⾮製造業 3.4 5.4 -0.8 -4.2 0.7 2.9 7.4 4.2 -7.1 -1.7 11.6 9.5 -7.3 0.7 0.9 -1.0 -4.4 -13.0 3.0 12.2

⽇本銀⾏短観の設備投資額（含む⼟地投資額）の情報を基に作成


